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オーストラリアレポート
豪州の資産価格から足元の豪ドル相場動向を考える
 7月下旬以降、米国の金融政策や通商政策を巡る不透明感の高まりから、豪ドル相場は軟調な地合いにある。
 パウエルFRB※議長による利下げ慎重論に加え、トランプ米大統領による追加関税表明から、豪ドル安・円高が進行。
 豪州では金融・財政政策への緩和期待から、資産価格の回復が進展。豪州資産への売り圧力は限定的な模様。
 豪州住宅価格は底打ちから回復に向かい、豪州株は史上最高値を更新。資産価格回復が豪ドル相場の下支えに。

（審査確認番号 2019 ‒ ＴＢ186）

図表1：豪ドルの対米ドル・対円相場の推移米国の政策を巡る不透明感から豪ドル安が進行

7月下旬以降、豪ドル相場が軟調な地合いにあります。

8月1日には豪ドルの対米ドル相場は1豪ドル＝0.68米ド

ル、対円相場は1豪ドル＝72.99円へ下落しました（図

表1）。足元での豪ドル相場下落の背景として、米国の

金融政策と通商政策を巡る不透明感が増したことが挙げ

られます。

7月31日の米連邦公開市場委員会（FOMC）では10年

半ぶりの利下げが決定されたものの、パウエルＦＲＢ議

長が今後の追加利下げに慎重な見方を示したことで、為

替市場では米ドル高（豪ドル安）が進行しました。

翌8月1日には、トランプ米大統領が3,000億米ドル相

当の中国からの輸入品に対して10％の関税を課すと表明

したことで、米中貿易摩擦再燃の懸念から市場のリスク

回避姿勢が強まり、豪ドル安・円高が一段と進みました。

豪州では住宅や株価など資産価格が回復傾向

一方、豪州国内の状況に目を転じると、豪州総選挙以降

の金融緩和と財政出動への期待から、住宅や株価など資

産価格の回復が順調に進展しています。足元の豪ドル安

でも、豪州資産に対する売り圧力は限定的な模様です。

豪州の住宅市場では、総選挙をきっかけに住宅購入者の

センチメントが改善し、主要都市の住宅価格の底打ちが

明確となりつつあります。すでにシドニーやメルボルン

など大都市では、7月以降、住宅価格は緩やかな上昇基

調に転じ始めています（図表2上段）。一方、豪州株式

市場では、主要株価指数のS&P/ASX200指数が7月30日

にリーマンショック前につけた高値をおよそ12年ぶりに

更新し、史上最高値をつけました（図表2下段）。

こうした住宅価格や株価の回復は、今後の豪州経済の

ファンダメンタルズの回復を示唆する先行指標と言えま

す。対外的な不透明感が一巡に向かえば、豪州の資産価

格の回復が豪ドル相場を下支えすることが期待されます。 1/2

（出所）ブルームバーグ
（期間）2019年1月2日～2019年8月1日（日次）
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図表2：豪州の住宅価格と株価の推移
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